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「Society 5.0等対応カリキュラムの開発・実証事業」  

「モノづくり産業におけるイノベーティブ産業人材養成プログラム開発事業」

教育成果評価基準研究報告書

令和３年２月１８日



本報告書は、文部科学省の教育政策推進事業委託費に

よる委託事業として、公益財団法人 国際人財開発機構が

実施した令和２年度「専修学校による地域産業中核的人

材養成事業」の成果をとりまとめたものです。  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（１）専任教師教育に対する明確な視点の形成と教育機関及び公認資格認定制度 

 

 

 

 
 

 

専任教師教育の視点 

本教育の目的は主にモノづくり企業の”Society5.0””ＤＸ”に対応した自社の次代に向けた「課題解決」「業績改善」「新規事業」につい

て論理的根拠をもった挑戦構想を策定し、責任者に報告（発表）・評価・方針にそって実現できる人材の教育とその教育成果（構想策

定）を創出させる力量が求められる。 

 

つまり、専任教師教育機関にとっては専任教師を教育する本教育の教官を教育し、公認資格認定制度のもとに教育・試験・評価・指

導をもって、公認資格認定をおこなう必要がある。 

 

 

専任教師教育と評価の視点 

従来の教育制度の教育・試験・評価の視点は学んだ知識や手法の理解度や習熟度を記憶力をもって教育内容との合致度を審査・評

点化し成績とするものが主流である。 

 

その結果として、苦労して高学歴で入社し、長年に渡り業務経験を積んでも一度変革に役に立たないと評価されリストラや早期退職の

憂き目に会うこれまでにない特有の現象が現実におきており、これからも増加すると予測されております。 

 

これは日本における貴重な人的資源のロスであり、何とか「リカレント教育」によって再生し人財化する必要があります。 

その原因を分析すると高度な知識や経験職を組織の役に立つ様に力としての発揮手法を知らない、実体験したことがない 

ことによるものであり、本教育では学んだ知識と手法を活用・応用して自社の為に役に立つ論理的根拠をもった挑戦構想が策定・発表

できる様に教育し、その挑戦構想の発表・審査の公認資格認定基準に沿って”スキル・力量”として一体評価する必要があります。 

 

専任教師教育機関と公認資格認定制度の概要 

本教育プログラムは求められる人材のスキルと力量を兼ね備えた人材養成の為の教育プログラムであり、その人材に求め 

られる能力評価指標（２８項目）を２４回（基本：３ｈ／日）の研修を通じて養成し教育成果であるテーマ：挑戦構想の発表を 

”１５項目＋α”の項目で公認資格認定制度・体制をもって評価・審査・認定をおこなうものです。 

 

また、専任教師を教育する教育機関及び教官は本教育プログラムの設計・開発元より「Society5.0」「DX」に精通した 

経営コンサルティング経験豊富な人材を選抜し、公認資格認定プログラムを活用した実践教育研修成果の評価・審査基準のもと公式

認定される必要があります。 

その時の、教育機関・教官の挑戦構想化テーマは本教育事業モデル及び事業化計画が最適と思われます。 

そして、専門学校・専任教師が挑戦構想化するテーマは地域貢献の為の総合的最適化ビジネスモデル及び事業化計画と思われま

す。 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（２）オンライン併用型授業及び教育成果（挑戦構想）発表・審査会（審査基準） 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

事務局 
（主催） 

 
 
 

 
 
 

最先端 
事例協力企

業 
 
 
 

 
 
 

教育機関 
（認定機関）  

 
 
 

 
 
 

受講生 
 
 
 

 
 
 

公的機関 
 
 
 

 
 
 

地域コンソー
シアム 

 
 
 

挑戦構想・オンライン発表審査会  

 
 
 

ファンド 
 
 
 

論理的根拠   挑戦構想  実現計画 

公認資格認定  審査・評価結果  教育システム  

☆ＮＥＤＯ 
☆中小機構 
☆ＪＥＴＲＯ 
☆その他 

教育成果 

☆東芝 
☆ＮＴＴドコモ 
☆ＮＴＴインフラネット 
☆ソフトバンク 
☆富士通 
☆ＮＥＣ 
☆オムロン 
☆東陽テクニカ 
☆その他 

☆国内 
☆海外 
☆その他 

☆県、市役所 
☆工業団体連合会 
☆その他 

☆専修学校 
☆民間企業（事業主体） 
☆その他 

 
 
 

挑戦構想発表  
（一次審査）  

 
 
 

 
 
 

挑戦構想発表  
（二次審査：録画）  

 
 
 

☆大学・大学院 
☆研究所 
☆その他 

14:25～16:40  

16:50～17:05  

13:00～14:15  

17:15～18:30  

午前  午後 
時間割 

(１コマ：７５分制)  
Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

一日の授業要領(時間割)  

２、緊急時には担当教員に連絡の上 
　　後日、履修（録画授業）可能 
　　　（単位取得可） 

オンライン併用型授業 

 
 

専修学校“一年制・研究課程”授業要領(時間編成) 
 
 

（eラーニング）　（予習・復習）　（履修）  在宅 

１、年間授業時間の５０％以上を 
　　会社在席したままで授業を実施 
 

午前中は会社に出社(通常勤務) 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１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

Ⅳ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

Ⅲ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

Ⅱ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

Ⅰ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

求められる能力（スキル・力量） 

能力評価指標マップ 

評価手法（視点） 

（１）授業 
　　　出席率　　　 
　　　授業態度　　 

 
（２）チーム活動 
　　　積極参加 
　　　チームワーク 
　　　 

（３）レポート提出 
　　　期限厳守 
　　　内容評価 

（４）期末テスト(構想) 
　　　チーム構想評価 
　　　個人構想評価 

成績評価  点数  合否判定  割合 
 

単位 
 

秀  １００～９０ 

合格 

 
上位１０％以内 

 

必要単位数 
 

【　】 
 

優 
 

８９～８０ 
 

上位３０％以内 

 
良 
 

７９～７０ 
 

上位７０％以内 
 

可  ６９～６０ 
 

上位６０％以内 
 

不可 

５９～４５ 
 

不合格 
 

４４～０ 

能力評価基準 

能力評価手法（内容） 

出席率 
 

 
 

 

授業態度 
 

 
 

 

（１） 

平均点 
 

 

積極参加 
 

 
 

 

チーム　ワーク 
 

 
 

 

（２） 

平均点 
 

 

期限厳守 
 

 
 

 

内容評価 
 

 
 

 

（３） 

平均点 
 

 

チーム構想評価 
 

 
 

 

個人構想評価 
 

 
 

 

（４） 

平均点 
 

 

（１）  授業 
 

 

（２）  チーム活動 
 

 

（３）  レポート提出 
 

 

（４）  期末テスト 
 

 

能力評
価 

 
 

合計点； 

判定 

 　順位； 

評価区分  評価内容  採点 

記；研究生に“求められる能力”に対応した能力評価手法・評価基準である 

(イノベーション構想) 

 
６点 

 

６点 

 
７点 

 
 

７点 
 

 
７点 

 
 

７点 
 

 
３０点 

 

３０点 

評価点配分 

100点 

 
 

（３）能力評価手法・教育成果評価基準 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計画利益は確保できるか 

生産性は向上するか 

新技術・新商品にできるか 

区分：Ⅰ　評価 

マネジメント手法は明確か 

プロジェクト構成・日程計画 

新規システム商品イメージ 

総合的実現項目・プロセス 

ビジネスモデル・予算計画 

変革の新規性・成果／効果 

区分：Ⅱ　評価 

変革の必要性・効果の規模 

危機管理手法は明確か 

挑戦構想・個別／総合評価  

区分：Ⅰ 
自社の課題解決 
・業績改善 

プロジェクト構成・日程計画 

新規システム商品イメージ 
 
総合的実現項目・プロセス 
 
ビジネスモデル・予算計画 

イノベーション構想書（稟議書）：総合評価（３０点満点） 

区分：Ⅱ 
新規事業： 
地域産業創生 

区分：Ⅲ 
新規事業： 
社会課題解決 

評価区分  評価項目 

 
 

Ⅰ 

 
 

Ⅱ 

 
 

Ⅲ 

区分：Ⅲ　評価 

各審査委員の評価をもとに全員・総合評価（○数で平均化）します 

 
 

 
Ⅰ 
  

Ⅱ 
  

Ⅲ 
  

Ⅳ 
 

 
 

少し劣る 
 
 

 
 

普通 
 
 

 
 

良い 
 
 

 
 

素晴らしい 
 
 

 
 

評価基準(内容) 
 
 

最優秀 

 
優秀 

 

構想総合評価 

二次発表・審査体制で実現支援すべき構想 

地域コンソーシアム体制で実現支援すべき構想 

記：構想の必要性・新規性・実現効果を評価 

２６～３０ 

２０～２５ 

 
 

実現支援構想候補： 
 
 

地域活性化(地域産業振興)へのアプローチ  

地域の”モノづくり企業”の仕事がなくなれば人は減る、人口が減ればその分サービス業も減る、こ
の悪循環が始まればその流れは止められない  
地域の”モノづくり企業”の優秀な何社かが“魅力的新規事業”を展開し、地元の要素技術(企業)
を活用できる魅力的プロジェクトの創造・実現が不可欠である。  
 

 
可 

 

 
否 

 

 
 

検討結果： 
 
 

 
 

方針： 
 
 

 
０．５点 

  
１．０点 

  
１．５点 

  
２．０点 

 

 
 

Ⅳ 

記；期末テストの実施要領【評価区分：４　に該当】 
１、チーム研究成果発表会・・・１日で“７チームの構想”発表(約１ｈ／チーム) 
２、個人研究成果発表会　・・・３日間で“約５０人の構想”発表(約０．５ｈ／チーム) 
 

 
 
【発表会参加・評価者】  
※発表会実施に際しては「参加者リスト」を作成する  
◇専修学校関係者(校長、教頭、担任、他)  
◇地元・コンソーシアム関係者  
　(工団連、役所、商工会議所、産業振興財団、他)  
◇地元・企業経営者(インターンシップ協力企業、他)  
◇産官学連携関係者(最先端技術協力企業、他)  
◇事務局関係者、他  
 
 

 
 

（３－１）期末テストの成績評価手法・評価基準 
 

 

 
 

構想区分 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 
 

チーム研究成果 
 
 

 
 

個人研究成果 
 
 

 
 
氏名： 
 
 

 
 

チーム構成：① 
　　　　　　② 
　　　　　　③ 
　　　　　　④ 
　　　　　　⑤ 
　　　　　　⑥ 
　　　　　　⑦ 

 
 

 
 

教育成果発表会  
（期末テスト）  

 
 

 
 

※地域コンソーシアム体制  
（協議により最適な体制構築）  

 
 

記：二次発表・審査体制・・・地域コンソーシアム体制で”最優秀”  
　　と評価された”教育成果：挑戦構想”については、先端事例プラット　 　
フォームを形成する公的機関・民間企業・その他の体制で、二次  
　　審査・評価を行い関係者協議をもって実現支援策を講じてゆく  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増田洋一 株式会社第一コンピュータサービス　代表取締役

後藤貴徳 レッツスポーツ株式会社　代表取締役

齋藤桂三 有限会社ケッズグループ　会長

小湊宏之 川崎市工業団体連合会　 ICT連携担当理事

小間田興二 NPO法人ECML21　特別顧問

山本武 川崎市経済労働局　産業振興部　工業振興課　課長（オブザーバー）
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